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時事評論家 増田俊男

 

増田俊男の「愉快な暴言」 

いくら騙されても気が付かない消費税増税信者！ 
 

私は今まで消費税不要を事ある毎に指摘してきた。 

日本の財政危機論は、とんでもない「造り話」であることも証明した。 

日本には気が遠くなるほど財源があることはれっきとした事実である。 

無駄の最たるものに財務省最大の天下り先、政府系金融機関がある。 

彼らは適切な貸付先が無くて困っているのに国は何と 155 兆円強も貸している。 

不要な大基金に胡坐（あぐら）をかいている政府系機構を大幅に縮小するとか廃止すると

公約した民主党は今や国民を裏切り官僚の大本営財務省の虜（とりこ）になり下がった。退

官でたんまり退職金をもらい、さらに僅か数年間天下り先と自宅の間を高級車で送り迎えを

してもらった後、気が遠くなるほどの退職金が払われる「天下り天国」は増税と正比例して

拡大している。 

不要な資金を持て余している政府系金融機関で退職金を貪る天下り官僚の税金ドロボーの

首を斬り捨てて機構縮小を実現すれば過剰融資 155 兆円の内から毎年僅か 15 兆円程度のは

した金を国が回収するのはいとも簡単。 

155 兆円のお釣り銭程度の消費税を国民から徴収する理由など何処にもない。 

日銀が基本的な円高対策（連続的金融緩和）をしないために、僅か数週間しか効果のない

無駄で馬鹿げたドル買い為替介入や対米短期貸付で溜まり溜まって何時でも現金化出来るド

ル資産が 100 兆円以上ある。毎年 13 兆円現金化すればこれまた消費税増税不要。まだまだ

数えたらきりがないほど財源は埋積。 

増税と 40 兆円の赤字国債は官僚大本営財務省には必要でも国民には全く不要！ 

民主、自民、公明党の純真な国会議員の皆様がこぞって消費税増税を「ごり押し」するの

は財務省という邪教に取り憑かれているから。公明党と言う宗教政党までが邪教に「釈服」

されるとは奇怪千万というか、あまりにもお粗末。 

池田大作大先生に公明党に活を入れてもらいたい。 

理由なき増税の理由は財務省の権益増大化と天下り先拡大に必要な財源確保のためだけで

ある。 



明治以来の大蔵省（現財務省）の「民は依らしむべし、知らしむべからず」の世襲哲学が

いまだに質問、追求を未然に防ぐ「記者クラブ制度」などを通してマスコミを意のままにこ

き使っている。 

国の総資産 8,200 兆円強で総負債が僅か 1,000 兆円強の超裕福国日本の何処に増税の必要

性があるのか。この膨大な国民資産は官僚でも政治でもなく国民の努力の結晶であることを

忘れてはならない。 

いかなる増税も財務省邪教教団の強大化と天下りと言う教団教祖とその分身たちの優雅な

生活保証財源確保以外の何物でもない。 

「信じる者は救われる」というが、財務省教信者になったら救われない。 

財務官僚という利己主義者！ 

今回は消費税「ごり押し」を別の角度から眺めて見る。 

社会保険料の未収分が約 10 兆円、所得税脱税分が約 5 兆円もあることは度々報道された

のでご存知の通りで、年間合計 15 兆円もある。 

これはすべて「役人の怠慢」が原因であり、今回の消費税増税は役人の不始末のツケを国

民に押し付ける悪事とも言える。 

民主、自民、公明党の皆様が目覚めることを望むが、一旦邪教の信者になった人間は死ぬ

まで改信できないのが人間の性。 

では国民は一体何時になったら官僚の為の犠牲のマンネリから解放されるのか？ 

それは選挙で邪教の総本山財務省信者（増税論者）に一切投票しないことだ。財務省発表

のいかなる数字を並べられても絶対に増税論者に投票してはならない。それは政治を国民の

為のものに取り戻す為である。 

 
 
小冊子（Vol.37）は売り切れの為、増刷決定です。お役に立てて本当に幸せです。 

 

増田俊男の『ここ一番！』大好評配信中！ 
多くの購読者の皆様より感謝のお言葉を頂いております。 
【もう一度賢く儲けたい皆様へ！】増田俊男の「ここ一番！」は「投資の秘訣」。「タイム・イズ・
マネー」!タイミングさえ間違えなければ何とかなる！大きなトレンドを頭に入れて、ここぞと言
う時に儲ける！＜月平均約 7 回配信（不定期）＞お申込み・お問合せは増田俊男事務所（TEL：
03-3955-6686）まで 

「時事直言」の文章及び文中記事の引用をご希望の方は、 
事前に株式会社増田俊男事務所（℡03-3955-6686）までお知らせ下さい。 


